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おわりに
は　じ　め　に
1945年8月,日本がアジア太平洋戦争に敗れたこ
とで,朝鮮は36年間の植民地支配から解放された。
その後,朝鮮では南北分断体制が成立,そして冷戦
の熱戦化であるとともに民族統一戦争としての朝鮮
戦争が勃発した。その間,米国の対日政策は民主
化・非軍事化方針から東アジア自由主義陣営の拠点
として日本の戦後復興を促進する方針へと転換した。
このような状況で日本は且951年9月にサンフランシ
スコ平和条約に調印した。
日韓国交正常化交渉(日韓会談)は在日米軍が朝
鮮半島に出動している最中の1951年10月から始まり,
7次にわたって断続的に開催され,1965年6月の日
韓基本条約及び諸協定の調印をもって終了した1㌔
この会談において,国交正常化以前に解決すべき日
韓間の問題について討議された。その主な議題は,
基本関係,財産請求権,漁業,在日韓国人2)の法的
地位,文化財,船舶である。これらの議題の多くは
日本の植民地支配に起因するものであった。このう
ち,とりわけ今日まで継続している戦後補償問題に
関適するのが財産請求権問題であった。
他のアジア諸国と異なり,韓国政府は日本との交
戦国として認められず,対日平和条約第4条の規定
により,日本との交渉において財産請求権を主張す
ることになった。この「請求権」の概念や範囲につ
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いては日韓会談で討議されることになった。この問
題は植民地支配に対する認識に大きく関連したもの
であった。韓国側は植民地支配における法律関係に
則りながら,戦時動員による負傷・死亡にたいする
補償,被徴用者の未払い貸金,軍人・軍属にたいす
る恩給など,いわば「日本を懲罰するための報復の
賦課ではなく,犠牲の回復のための公正な権利の理
性的要求」3)と呼ぶべき請求権を主張した。これに
対し,日本側が朝鮮半島に残してきた日本人私有財
産について請求権を主張したため,日韓会談は当初
から紛糾した。
ところで,この会談は米国の斡旋で最初の予備会
談が開かれたことに象徴されるように,当初から米
国が水面下で関与し,東アジア自由主義陣営の結束
強化を図っていた。実際に会談が進展するのは温960
年以後であり,その背景には朝鮮民主主義人民共和
国における順調な経済復興があった。結局,自由陣
営強化のために韓国の経済開発が必須であるという
点,これを実現させる方策としての日本による対韓
経済協力の実施という点で日米韓三国の認識が一致
し,請求権問題は対韓経済協力によって政治決着が
図られた。こうして,植民地支配にたいする日本か
らの謝罪も賠償もなく,日韓の歴史認識の溝がまっ
たく埋まることがないまま,日韓国交正常化は実現
した。このことが,今日まで日韓関係において「歴
史問題」が続いている大きな要因となっている。
このように,日韓会談は1945年以後の日韓関係の
中核であり,1965年以後から今日に至るE韓関係を
規定しているといってよい。本稿はこのような性格
を持つ日韓会談についての研究状況を整理し,今後
を展望するものである。
王 墓的文書非公開による本格的研究の困難
-帆-1980年代以前の研究-
研究 状 況 に つ い て 述べる前に,日韓会談関連文書
の公開 状 況 に つ い て 述べる必要がある｡【]本,米国,
韓国を問わず,日韓会談の会議録や関連する外交文
書は1980年代以前にはほとんど公開されてこなかっ
たo Lかし.1990年を前後する頃から,資料公開状
況が若干変化 した｡1992年 6月22日付の 『東亜日
報』で,1962年11月の大平･金鍾泌会談における合
意内省を記Lたメモ (いわゆる大平 ･金鍾泌メモ)
が公開された｡また,高崎宗司は雑誌 『世界』に掲
載された論文を通じて,東京大学東洋文化研究所に
韓国政府が作成 した日韓会談会議録が所蔵されてい
ることを明らかにLた.I)O また, 1995年に李度歳編
著 『実録 朴正撃と韓日会談- 5･16から調印ま
で- 』 で多数の未公開文書か紹介された:')｡ その
後も, 研究者やジャーナリストらによる日韓会談関
連資料の発掘が進められてきた｡
2005年現在,日本,米国,韓国で1970年代初期ま
での外交文書が公開されている｡ そのため,日韓会
談をめぐる国際関係を知るための外交文書が徐々に
利用できるようになった｡しかし,日韓会談に直接
関わる案件についていえば,日本の外交史料館でも,
韓国の外交安保研究院や政府記録保存所でも,全く
非公開であった｡とくに,日本政府は日朝交渉にお
いて日韓会談からの案件が継続しているとして,韓
国政府に日韓会談に関連する外交文書の非開示を要
請 したことがある6)｡このような措置は近年の文書
公開の流れに逆行するものといわざるを得ない｡
だが,2005年 1月に 韓 国 政 府 が 日 韓会談関連文書
5件を公開したことで,状 況 は 変 化 し 始めている｡
これらの文書は,韓国人の強制 連 行 被 害者や遺族団
体が公開を求めた行政訴訟の一審判決で公開すべき
だと指定されたものであり,請求権問題の政治的妥
結以後における韓国政府の対応を記録した公竃,文
書頬であるOその意味で,彼らが本当に知るべき内
容なのか,疑問が残る｡とはいえ,今回の文書公開
は先述した日本政府による文書非開示の圧力をも打
開したという大きな意味をもっている｡ さらに,同
年8月に韓国の外交通商部 (二日本の外務省にあた
る) が保管している, 残りの156件の日韓会談関連
文書が全面公開された｡外交通商部は独島 ([]本呂
｢竹島｣)問題に関連した文書などの公開に憤重な姿
勢を示したが,慮武鑑大統領は公開 を強く主張し,
再び民間審査員が公開すべき文書 の 内 苔 を 検 討 した
結果,全面公開に至ったのだった｡
今後,このような動きにもっとも誠実に対応 す べ
きは,いうまでもなく日本政府であるO韓匡‖別の会
議録が閲覧可能となっても,日本側の会議録との対
照作業ができない状態は今日まで継続しているOこ
の状況は明らかに日韓会談研究の進展を阻害してい
る｡ 日韓会談関係資料のみならず,日本の植民地支
配の実態を記録したすべての公文書が-日でも早く
一般公開されるべきである｡
このように,遅々として進まない資料公開状況は
当然ながら日韓会談研究を著しく制約LてきたO困
難な資料環境において行われた1980年代以前の研究
は,回顧録や新聞記事などの二次資料を駆使して論
証する研究がほとんどであった｡この時期の代表的
なものとして,木村修三,森田芳夫,山本剛土,成
混錬.李在五らの研究がある71｡ このうち.森田芳
夫は国会会議録や雑誌 『国際問題』に掲載された会
談関係者の発言などを利用し, ｢客観主義｣ に基づ
き,日韓交渉の経緯を詳細に記した｡森田は日本側
の立場を反映させて,竹島-独島領有権問題につい
てより多くの記述を試みた8)｡ また, 山本剛士は新
聞記事や日韓会談関係者の回顧録などを利用し,日
本政府の交渉姿勢を批判的に叙述した｡山本は日韓
基本条約仮調印および本調印の際に日本の植民地支
配に対する ｢反省｣が不十分であった点や,日本に
おける日韓会談反対運動の弱きも指摘した｡
本格的な研究は一次資料が発掘,公開され始める
1990年前後の時期まで待たぬばならなかった｡前置
きが長くなってしまったが,以下,近年における重
要な研究についていくつかの項目に分けて検討した
い｡
)l 植民地支配責任の追及
- 戦後補償要求運動とともに-
ま ず .主としてE]韓会談会議録の分析を通 じて,
請 求 権 交渉の政治的妥結までのプロセス及び内容の
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問題性を指摘したものとして,高崎宗司,佐々木隆
爾,吉葎文寿,太田修の研究がある｡高崎は一連の
研究において,交渉過程において韓国側の対日請求
権の討議が中断されたことの問題性,及び日本政府
が韓国政府に供与したのは請求権資金ではなく経済
協力資金であったこと,そして ｢請求権及び経済協
力協定.｣が個人請求権を消滅させることができない
ことを指摘 した9)｡佐々木は1960年代における請求
権交渉の背景として,韓国の経済開発が緊迫してい
たことをあげて,これが日本側からの ｢請求権プラ
ス経済援助｣方式の提案に韓国側が同調した決定的
要因であったと指摘したtO)a
とくに,高崎は 『検証 日韓会談』において,冒
韓会談に対する自らの先駆的な研究成果をまとめ上
げた｡同書において,高崎は当時確認できる資料の
ほとんどを用いて,日本の敗戦から日韓国交正常化
に至る過程を克明に記述した｡高崎は日本の政 ･財
界やマスコミの言言削こも注目して,彼らの対韓認識
における ｢植民地支配責任｣の欠如を明らかにする
ことで,日韓間の (そして日朝間にも共通する)請
問題が日韓基本条約及び諸協定によって清算されな
かったと主張したo高崎は現在の戦後補償や日朝国
交正常化交渉において,日本の ｢植民地支配責任｣
が未解決であることを明確にすることで,日韓基本
条約及び諸協定を乗 り越える努力の必要性を鋭く提
起した‖)0
吉標は高崎,佐々木の研究をふまえつつ,第5次
及び第 6次会談における請求権交渉の展開過程を解
明したo吉常は請求権の異体的討議が官僚レベルの
交渉 (｢実務的路線_｣)で進行し,それが行き詰まっ
た段階で政治家レベルの交渉 し｢政治的路線｣)によ
る妥結が図られたと論じた12)Oこの研究は日韓会談
における二つの交渉姿勢を明らかにした点に意義が
あ った｡ しかしながら,このように ｢政治的路線｣
が ｢実務的路線｣のオールタナティブだった点を強
調する議論は修正されねばならない ｡ すなわち,請
求権問題の政治的妥結はいわば ｢実 務 的路線｣によ
る討議を通じて準備され, ｢政治的路線｣ による討
議で実現 したものというべきである｡この対立する
二つの路線は,1961年11月の日韓首脳会談における
合意によって,はじめて相互補完的な関係となった
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のである｡
太田修は現在利開可能な文書をほとんど使用し,
日韓交渉の過程を詳細に解明した｡太田は 『日韓交
渉- 請求権問題の研究- 』で ｢韓国史の観点｣
という視角を打ち出した｡ ｢韓国史の観点｣ とは冷
戟,ナショナリズム (国家の樹立,国民統合,産業
化),被害者の観点である｡以上の観点から,太田
は韓国側の交渉担当者 し首席代表,民主共和党の政
治家ら)の政策論理や,日韓条約の内容をめぐる韓
国国会における議論を分析し,韓国における対 日補
償要求運動の動向も明らかにした131｡
これらの研究は1980年代以前から始まり,1990年
代以後に本格的に展開してきた戦後補償要求運動 に
問題意識を置いているという点で共通している｡日
本政府からの謝罪と補償を 要 求 する原告は ｢補償問
題は日韓 (請求権及び経済協力)協定で解決済み｣
という判決を受けるたびに涙を呑んできた｡これら
の研究は日韓会談の内実を明らかにすることによっ
て,決して日韓協定が戦後補償要求の実現を妨げる
ものではないことを証明することにつとめてきた｡
この問題意識は戦後補償要求運動が終わらない限り,
すなわち植民地支配による被害者にとっての ｢戦
後｣が終息しない限り,その重要性を失わないであ
ろう｡
これらの研究によって,日韓会談研究はようやく
議論の基盤を獲得したといえる｡ いまや,請求権問
題が経済協力によって妥結したプロセスは明らかに
された｡今後は告発の段階を越えて,日韓会談を現
代史認識に位置づける作業が不可矢となるだろう｡
lTl 凶際政治的アプローチ
- 冷戦下の外交関係のケーススタディとして-
次に,国際政治学の立場からの研究をあげておくO
まず,李鍾元は一連の研究において,日韓会談にお
ける米国のプレゼンスを強調し, 卜,L-マン政権以
降の米国の外交文書を利用し,これらの政権による
日韓会談政策を明らかにした｡李鍾元の研究は,塞
国の日韓会談への介入に関する研究水準を大幅に引
き上げた且逮)o来宮正史は-連の研究において,韓国
の粧正竪政権が自己完結的な国民経済の達成として
の内包的工業化戦略から冷戦利開型の輸出志向型工
業化へと国家戦略を転換したと評価し,それらの戦
略と対日政策との関係を考察した15㌔ ただ,本宮の
議論は ｢日韓国交正常化交渉に関する実証的研究そ
れ自体ではな｣ く, ｢韓国政府の冷戦利用型の輸出
志向型工業化戦略に対する明確な意志を摘出するこ
とが臼的｣161であった｡ただし,その後の木宮の研
究において,日韓会談における韓国政府のアプロー
チに対する歴史的考察がなされている17㌔
李元徳は日本政府の対韓政策に重点をおいて考察
し,国内政治勢力を ｢積極論 〔早期妥結論)｣,｢消
極論｣,｢反対論｣に分類,さらに財界の動向などに
も関心を払って実証的な検証をおこなった｡そして,
李元徳は ｢日韓会談はもともと過去の清算を通 じた
戟後処理にその中心的な目的があったにもかかわら
ず,『冷戦の論理』『経済の論理』に振り回されたあ
まり,本来の姿とはかけ離れたかたちで決着がっい
てしまったのである｣1日)と結論づけた｡また,ヴィ
クタ-･D･チャは主に最近機密解除された米国外
交文書を利用して,1964年から1965年にかけての米
国の日韓会談に対する介入行動を分析した｡チ十は
1964年に韓国で日韓会談反対運動が高揚 した際に,
朴正畢大統領が日韓会談で重要な役割を果たしてい
た金鍾泌を政界から引退させ,外遊させた件につい
て,米国が多く関わっていた点を明らかにした19)0
このような国際政治学からのアプローチは,いわ
ば冷戦下の外交関係のケーススタディとして行われ
てきたoただし,先述の通り,日韓会談が戦後補償
という,単なる国際関係の力学以_Lに重いテーマを
含んでいるため,これらの研究 は 多 かれ少なかれ植
民地支配責任の問題を視野に 入 れ て いる｡そして,
これらの研究は,日韓会談を 動 態 的 に理解するうえ
で必要不可欠の視点を提示 し た Q今 後も歴史学から
日韓会談を理解しようとする際に,国際政治学的ア
プローチからの研究を常に参照すべきであろうO
Ⅳ 経済的側面への注目
-陪価交渉,財界研免 経済的要因の研究の深化の必要性-
次に,日韓会談の経済的側面を考察した代表的な
研究をあげておくO 木村昌人は財界,とくに関西財
界に嵐頁を当てて.日韓国交正常化に対する財界の
動きを検討 したO具体的には,韓国情勢の調査分析
及び日韓財界人交流 (経済使節団 の訪韓 な ど)を精
力的に推進した日韓経済協会の活動 と,関西財界の
中心的存在であった杉道助が第6次日韓会談の日本
側首席代表に選ばれたことについて検証 し,それら
が ｢匡l交正常化後,日韓経済協力の担い手となる日
本財界の対韓認識を好転させ｣,｢韓国の朴政権に対
して,日本財界の積極姿勢を印象づけたこと｣20)を
明らかにした｡
また,吉樺は1963年以後の借款交渉を検討 して,
むしろ民間における日韓経済協力の準備作業が日韓
会談の推進力となったことを実証 した｡このような
経済第一主義的な発想は日本において顕著であった｡
1964年に韓国で日韓会談反対運動を鎮圧するために
戒厳令が発せられた後,韓国及び米国は植民地支配
についての ｢謝罪特使｣派遣を日本に要請 した｡こ
れにたいL,日本は対韓経済協力による韓国の経済
不安の解消が韓国の対日世論の好転につながると期
待したのである31｡
これらの研究に対 して,金斗昇は,従来の日韓交
渉研究は池田勇人政権の対韓政策を ｢経済外交｣ と
位置づけて ｢対米自主性を否定する傾向が強い｣ と
整理 した上で,池田政権の安全保障政策,米国 の対
日圧力の限界,当時の大平正芳外相の安全保障観を
論 じて,池田政権 の 対 韓 政 策 を ｢単 に 経 済 外交とし
て位置づけるのは妥当ではなく,またそうした見方
は地相政権のそれまでとは違った安全保障政策に対
する取り組み方,すなわち経済的な側面の重要性を
強調 し,実際にそれを安全保障政策に活用 したこと
によって生 じた｣22)ものであると結論づけるととも
に,｢日韓交渉が日本の一定の自主性に基づいて遂
行された｣23)点を強調 したO
これらの研 究 は請求権問題からすり替えられた日
韓経済協力の性質 について,多くの示唆を与えてい
る｡この点に開通 して,吉川洋子は 『日比賠償外交
交渉の研究』において,次のように述べているO
｢日本は異民族の領土軍事支配による帝国主義的な
ア ジア共栄圏の成立には名実ともに失敗した｡ しか
し戦後30年,40年かけて,まず自国の経済的繁 栄 を
優先する通商,投資,援助という手段を手に入 れ,
平和的経済提携の大義をかかげて再びアジア圏 に復
帰 したOこれを容易ならしめたのは,賠償 の所 期 の
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目的が戟争損害に対する謝罪と補償による戦後処理
という公的大義にあずかっていたからである｡この
大義名分があったからこそ,本来なら拒否されたは
ずの経済的相互依存関係へむけての種まきが_iE当な
行為として可能となった｣24)oこのように日本とア
ジア語調との賠償問題は国力に格差がある二国間の
外交交渉に委ねられたため,経済発展や安保問題の
次元で妥結してしまったのである｡ この点は日韓会
談にも共通しているo Lたがって,今後の日韓会談
研究は,日本と他のアジア諸国の賠償交渉との比較
や,財界の動向にたいする研究などによって,ます
ます深められるべきであろう｡
＼ 日本人の朝鮮認識の間道
- 反対運動研究を中心として-
最後に,冒韓会談反対運動についての董要な研究
をあげておくo韓国の反対運動については季鍾畔,
李在瓦 柳永勲,榛珍姫らの研究がある｡李鍾畔は,
日韓条約反対運動が政治的対案の不鼠 野党と学生
の帝離,大衆的代弁者の不在などの問題点を克服で
さすに,軍の政治的介入の前に挫折したとしつつも,
｢5･16によって提起された 『民族主義』 の反民族
性,反民主性のファッショ化 を阻止するところに大
きく寄与をした｣と論じた25)0日韓条約反対運動及
び70年代の民主化運動に参加し,投獄された経験を
持っ李在義の著書は日韓条約反対運動を視野に入れ
て戦後の日韓関係を体系的に論じている｡李在互は
｢反外勢 ･反独裁｣に反対運動の棒心があるとし,
反対運動が朴正畢政権を追い込んだま9銅年と,同政
権が ｢完全に白身のプログラムにしたがい,会談を
進捗させた｣1965年の二っの時期に分けて,その展
開過程を検討した26㌔ 柳永烈は1994年に刊行された
『6･3学生運動史』 をもとに書いた論文で, 1964
年の日韓条約反対運動が,(i)｢反帝国主義の真正
な民族主義運動｣, (2)｢短軍事的独裁の進歩的な
自由民主主義運動｣, (3〕 ｢反買弁資本の健全な国
民経済運動｣ であると論じた27)O権珍姫は ｢あらゆ
る社会現象 が多変数的な相互作用のもとで発生する
と見るとき,韓 ･冒国交正常化 の問題 もやはりそれ
をめぐって対立していた二つ の陣営 , す な わ ち 反 対
運動とこれに対する政府 の対 応 を同時 に検 討 せ ざ る
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を得ない｣ とLて, ｢政府とF-i対運動勢力との問の
相互作用｣という観点から議論を展開した｡当時活
動した人士に対するインタビュー資料などを果敢に
活用したこの論文は示唆を受けるところが多い281｡
日本の反対運動に つ い ての研究はそれほど多くな
い｡まず,旗日魂 に よ る 先 駆 的 な研究があげられ
る29)O旗田は日本 人 の 朝 鮮 観 の 問 題 点 として,日韓
会談の推進者のみ な らず , 反 対 者 に も日本の朝鮮支
配に対する反省が な か ったこ と を批 判 した3Ol｡また,
相田重夫は反対運動 の 中 枢 的 役 割 を 担 った 勢力を日
本共産党とみて.あわせて日朝協会,日本朝鮮研究
所の動向を含めた反対運動の流れを整理した31㌔ 近
年では金鉱株が日韓会談に対する在日韓国人の対応
について研究論文を発表したほか32),前出の高崎宗
司 『検証 日韓会談』における概略的な言及や,李
元徳による研究がある｡
このように整理すると,とくに遅れが日立っのは
日本における辰対運動研究である｡ 日本では日本社
会覚 ･総評,日本共産覚が中心となって,東北アジ
ア軍事同盟論,朝鮮南北統-阻害論,日本独責資本
の対韓侵略論を核心論理とする日韓会談反対運動が
展開された｡その際,運動側は ｢日本の労働者には
しめつけ一仕事は安い韓国労働者 に-｣,｢日本人一
人当たり3200円-われわれの血 税 で朴政権救済｣31
といったスローガンを提示して,依然として低所得
水準にある日本人労働者の支持獲得を図った｡しか
し,反対運動の結果について,総評国民運動部長の
岩垂寿喜男は ｢『日韓条約』 を大衆的に理解させる
努力が不充分であった点｣ と ｢職場における組織的
な討議の不足から 『ベトナム反戦は良いが,日韓は
どうも重たい』という,一種のあきらめのような先
入観をもたせる傾向が生じた事｣ を認めざるを得な
かった郷Oこの事実をどのように考えるべきか｡
先に紹介した 『日比賠償外交交渉の研究』による
と.日本社会党はアジア諸国-の賠償問題について,
｢賠償義務を負わされることは財政, 産業, 国民生
活を圧迫し,生存権を脅かされる｣ と主張したとい
う35㌔ このように,いわゆる戦後革新勢力は,アジ
ア諸国にたいする賠償 を 日 本 人 労 働 者 の 経 済 的 負 担
で あるとして戦争責 任 , あ る い は 植 民 地 支 配 責 任 か
ら回避しようとする 姿 勢 を 保 持 し続 け て き た ｡ こ の
ような事実が日本の使 対 運 動 研 究 を 手付かずにして
きた要因かもしれない ｡ い ず れ にせ よ,今後の研究
において,正面からこの 問 題 に取 り組む必要がある
だろう｡
以上,いくつかの項目に分けて日韓会談研究の現
状と課題について論じてきたO最後に,今後の日韓
会談 研 究が視野に入れるべき課題を三点指摘してお
きたい ｡
第 一 に , 今 ま での日韓会談研究は基本関係や財産
請求権問題を中心に行われてきた｡今後もこれらの
テーマの重要性は変わらない｡ただ､これからは在
日韓国人の法的地位,漁業,文化財など,他の議題
についても幅広 く研究されるべきである｡近年にお
いては,漁業問題では藤井賢二36),在日韓国人の法
的地位問題では金太基37)の研究があるO
これら個々の議題は日韓関係を考 え る う え で重要
なテーマである｡同時に,日韓会談という外交交渉
においてはそれらの議題が連関性をもち,それぞれ
駆け引きの対象となった｡日韓会談において韓国側
が財産請求権問題を重視 したのにたいし,日本側は
漁業問題を重視したoそのため,実際の交渉におい
て,日韓双方は相手方が重視する議題で ｢譲歩｣す
ることで,自らが重視する議題を有利に進めようと
したOこのような日韓会談の展開を動態的に理解す
るには,個々の議題を連結する総合的な視野が必要
である｡
これに関連して,日韓会談の議題が当然日本と朝
鮮民主主義人民共和国問の問題にもなるとすれば,
日韓会談研究も南北朝鮮を視野に入れたものになら
ざるを得ないO確かに,日朝関係を研究しようとす
れば,日韓関係以上に資料的制約があるOこれが大
きな理由となって,日朝関係研究は今日まで進展し
ていない｡だが,実際にE]朝関係は常に日韓関係と
連関性をもってきた｡一例をあげると.1959年12月
から日本政府の閣議了解のもとで,在日朝鮮人の朝
鮮民主主義人民共和国-の帰国事業が始まるが,韓
国政府はこれを ｢北送｣と呼び,日韓会談において
その即時中止を働きかけた｡このように,南北朝鮮
の政治状況が対日関係にも影を落としているO その
意味で,日韓,日朝のどちらかに注目する研究では
現代の日本と朝鮮半島との関係を正確に理解できな
いだろう｡ 資料的制約があっても,新聞,雑誌,各
種刊行物 を 利用すれば基礎研究は可能である0
第二 に , 敗戦/解放直後及び日韓会談が行われた
時期, す な わち1945年から1965年までの時期とその
前後の 時 期 を っなぐ視点の追究である｡たとえば,
r.]韓会談には岸信介,末次-夫らをはじめとする
｢親韓派｣ や,旧日本軍出身の朴正幣,九州帝大出
身の金東酵ら,広義の ｢親日派｣が多数関与してい
る｡ また,日韓国交正常化以後に対韓経済協力を実
施 する日本企業には,植民地朝鮮に進出していた企
業が少なくなかったOこうした事実は多かれ少なか
れ,日本と他のアジア諸国との賠償交渉にも該当す
る｡これ.らの点を考慮するならば,日韓会談をはじ
めとする冒藩とアジア諸国との戟後処理交渉は日本
とアジアの戦前と戦後をつなぐ,重要な研究課題と
なりうるO
第三に,より根本的な問題として,日本人の朝鮮
認識38)の問題をあげたい O 今 日の日朝国交正常化交
渉 (日朝交渉)においても,日韓会談と同様に植民
地支配責任の問題が重要な議題となっている｡2002
年9月の日朝平壌宣言第2項において,日朝両国は
日本が対朝経済協力を実施することを条件として,
請求権を相互に放棄するとの基本原則が明記されたo
Lかし,日本政府および日本世論は朝鮮民主主義人
民共和国の責任問題としての日本人投致問題の解決
に関心を集中させる一万で.日本の植民地支配責任
問題にたいして正面から向き合おうとしていない｡
日本敗戦から60年が経ち,日韓国交 正 常 化から40年
が経った現鼠 日本人の朝鮮認識はどれほど変わっ
たのか,疑問を抱かざるを得ないO
もちろん,近年のEj韓ワールドカップサッカー開
催や ｢韓流.｣ブームに象徴されるように,日本人と
韓国人の相互交流は40年前に比べると格段に深まっ
たといえるo それは日韓国交正常化の一つの肯定的
な効果として理解したい O だが,それにもかかわら
ず,依然として日韓関係において ｢歴史問題｣が生
じるのはなぜか｡日本にとって日朝交渉は,泣致問
過,棺 ･ミサイル問題が解決した後で,多額 の対朝
経済協力を実施すればすむことなのか0
日韓会談研究の現状と課題 (吾滞) 53
2005年 4月に中学校教科書 検定の結果を報 しこた一
部の メデ ィアは,強制 連 行 , ｢従軍慰安婦｣ とい っ
た日本の加害責任な ど を明記 した記述を ｢韓国に迎
合｣などと評 した39㌔ 当然のことながら,真実を明
らかにすることで日本の責任問題を理角乳 追及する
ことと,特定 の 国 家 や集団の利益に即 した行動をと
ることはまったく次元が異なる｡ しか し,筆者は今
日の日本の各界でこれ らの次元の境界を嘩味にする
ような言説が拡がりつつあると憂慮 している｡
実は歴史に根ざした根本的な部分で日本人の朝鮮
認識は変わっていないのではないかというのが筆者
の仮説である｡筆者は10年以上 日韓会談を研究 しつ
つ.日本人の朝鮮認識の問題について問い続けてき
た｡今までの先行研究において も,日本人の朝鮮認
識の問題性は十分指摘 されてきた｡ しか し, こJllか
らは日本人の朝鮮認識がなぜ変わらなかったのか,
そしてなぜ変わらないのか,そしてどのようにして
変えるべきかという問題に迫る必要があるのではな
いか｡
あるいはこの問いは戦後60年よりも長いスパ ンで
考えるべきか もしれないoなぜなら日本人の朝鮮観
の問題は征韓論以来の近代日本の形成史 と不可分だ
からである40㌔ いずれにせよ,即答することは困難
であるが,今こそ正面か らこの問いに向き合わざる
をえないということを自戒を込めて述べつつ,本稿
の結びとしたい｡
1) 員韓国交正常化交渉 (日韓会談)が行われた時期
は次L'Jj通りO 予備会談 (.1951年10月20日-1951年11月
28日), 第1次会談 (1952年2月15日-1952年4月24
日),第2次会談 (1953年4月15E]-1953年7月23E]),
第3次会談 (1953年10月6日～1953年10月21日),第
4次会談 (1958年4月15日-1960年4月19巨]),第5
次会談 (1960年10月25円-1961年5月15日),第6次
会談 (1961年10月20E]-1964年4月3日上 第7次会
談 (1964年12月3日-1965年6月22日)0
2) 筆者自身は,植民地支配及びアジア太平洋戦争後
の混乱に起因して,日本敗戦後に日本に居住すること
になった朝鮮半島出身者を ｢在日朝鮮人｣と総称するo
ただし,すべての在日朝鮮人を韓国国民とみなす韓国
政府による呼称として彼らを ｢在日韓国人｣と呼ぶ場
合がある0日韓会談における委員会の呼称はこのケー
スにあたる0
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3) 大韓民国外務部政務局 『対日賠償要求調書』,1954
年, 卜 4百 ｡
4) 高崎宗司 ｢日韓条約で補償は解決したか｣(㌢世界』
第572号,1992年9月)｡東京大学東洋文化研究所には
第5次及び第6次会談の会議録のはか,第 1次会談船
舶委員会会議録,第1次会談から第3次会談までの在
日韓Å法的地位問題委員会会議録,第4次会談会議録
(在日韓入法的地位及び漁業 ･平和線委員会)が所蔵
されている｡また,第5次及び第6次会談会議録は埼
玉県)l旧市にある文化センター･アリランにも所蔵さ
れている0両館ともに閲覧 ･複写が可能である｡
5) 可五庵 軍司 『蔓草単頚司卑 牽望司膏 - 5.16
01月孟OJ珂スト-』刃昔,単音五月尊敬 1995年｡
6) 『朝日新聞.a1997年2日20日何,朝刊東京14版L,
7) 日韓会談全般を扱った研究としては,木村修三
｢日韓交渉の経緯｣し『国際政治』第2号,1963年),山
本剛士 ｢日韓国交正常化｣(石丸和人ほか 『戦後日本
外交史Ⅲ 動き出した日本外交』 三省堂, 1983年),
森 田芳夫 ｢日韓関係｣(菩滞清次郎編 『日本外交史
第28番 講和後の外交 Ⅰ 対列国関係 〔上〕』鹿島研
究所出版会, 1973年), 成混磯 『田本句対韓政策
(1800-1965)』Al%.明知社,1981年,李在五 『韓 ･
冒関係史句認識 Ⅰ 韓日会談卑 ユ 反対運動』刃怠
学民社子息985年などがあげられるO
8) 2005年2月に島根県議会が ｢仲島の日｣ を制定し
たことを契機として曾島-独島領有権問題が浮上した
ことは周知の通りである0日韓会談では日本側がこの
問題を断続的に提起したが,韓国側が取り合わなかっ
たため,未解決に終わった｡この問題については廃村
秀樹 ｢竹島-独島問題と日本国家 (付･資料)｣(『朝
鮮研究』182号,1978年9月,『梅村秀樹著作集 第1
巻 朝鮮史と日本人』 明石書店, 1992年11月所収),
堀相生 ｢1905年□本の竹島領土編入｣(『朝鮮史研究会
論文集』第24巻,1987年3月所収)に詳Lい0
9) 高崎宗司 ｢私たちは, どのように戦後を越えてき
たか- 日本人の 『第二の罪』を検証する- ｣(『世
界』第567号,1992年4月),同 ｢日韓条約で補償は解
決したか｣(『世界』第572号,1992年9即 ,同 『｢'妄
言｣の原形- 日本人の朝鮮観 ･増補版- 』木犀社,
1996年など0
10) 佐々木隆爾 ｢いまこそ日韓条約の見直しを_A(F世
界』第580号,1993年 4月)o
ll) 高崎宗司 『検証 [∃韓会談』岩波書店 澗卜雷〕,
1996年｡
12) 菩滞文寿 ｢日韓会談における対E]請求権の異体的
討議の分析- 第5次会談及び第6次会談を中心とし
同 ｢日韓会談における請求擬交渉の政治的妥結--
1962年3月から12月までを中心とLて- ｣(『朝鮮史
研究会論文集』第36集,1998年10Fl)｡
13) 太酎度 『日韓交渉- 請求権問題の研究- 』 ク
レイン,2003年｡
14) 李鐘元 ｢韓日会談とアメリカ- 『不介入政策』
の成立を中心に- ｣(『国際政治』 第105号,1994年
1月),李鍾元 ｢韓日国交正常化の成立とアメリカ
- 1960-65年- ｣ (近代日本研究会編 『戦後外交
の形成』(年報 ･近代日本研究16)山川出版社,1994
年),季鍾元 『東アジア冷戦と韓楽日関係』 東京大学
出版会,1996年｡
15) 木宮正史 ｢1960年代韓国における冷戦と経済開発
一 口韓国交正常化とベ トナム派兵を中心にして
- -｣(『法学志柿』第92巻第4号.1995年3札 114
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研究者に功名心があるのは自然で曹それなしによい研究 否めないOうまい史料が見っからなかったり論理の組み立
はできないともいえるが,ことさらにそれを煽る近年の風 てが難航したりして予定通りに論文が進まないと,自分の
潮は不愉快だ｡昨年末乗の自然科学系研究者の論文不正疑 無能さが悔しくてたまらないO-方で,あまり苦労せずに
感の報道を見るにつけ,彼らの行動の背景に存在したであ ちょっと気の効いた論文が書けると浮き浮きするOこうい
ろう圧力を思って心が痛むOむろん何倍もの う気持ちのゆれは愚かだとわかっているが,
予算を使い,最先端の人気テーマでしのぎを 編 集 室 か ら なかなか平常心が保てないのは困ったことで
削る自然科学系の花形研究者とは異なり, ある｡早くこうした焦燥感から足を洗って,
我々個人営業の人文系学問は競争といっても大したことは じっくりゆっくり真剣に史料と向き合って本当に意義ある
ないo所詮はよそ事ともいえるoLかし,近年の学界を風 F競争｣をしたいものだと思うが, そのためには世間的な
磨する一種の追い立てられるような雰囲気に,私のような ｢競争｣からは距離を置く決断が必要かも知れないB
意け者も知らず知らずのうちに乗ってしまっていることは
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